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概要 

本レポートは、大手メーカー等で繰り返し発覚する品質不正問題について、従業員の心理状況を踏まえて

真因を分析した上で、不正リスクを事前に察知し予防するためのアクションについて述べたものである。品

質不正はどの企業にも起こりうるものであるし、誰もが不正の当事者や関係者になるリスクを秘めている。

是非“自分ごと”としてご覧いただければ幸いである。 
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1. 止まらない“品質不正ドミノ” 

2000 年代以降、国内の有名メーカーや大手建設会社等において、品質不正問題が次々に明るみとなった。

【表 1】のように、2015年以降の有名企業の品質不正問題をピックアップするだけでも枚挙にいとまがない。

特に、2017 年から 2018 年にかけての自動車メーカーや鉄鋼メーカーの品質不正事案発覚以来、日本を代表

する大手企業において次々と同様の問題が発覚し続けている。事案が発覚する度に、ものづくり大国日本の

信頼が揺らいだ、日本の製造業の凋落の現れだと、多数のメディアで取り上げられ、ネガティブに報道され

てきた。 

このような報道があると、大企業であっても取引先からの信頼を失って売上低迷の大きな要因となる。上

場企業では大きく株価が下がり、いまだに戻りの悪い企業も散見される。社長をはじめとしたトップマネジ

メントは辞任に追い込まれるケースも多い。また、あまり報道されてはいないが、不正行為に関与した現場

部門の管理職や担当者も責任を問われて左遷されたり、転職を余儀なくされたりすると仄聞する。採用活動

にも影を落とし、優秀な人材を獲得しにくくなり、もともと偏りのあった従業員年齢構成がさらにいびつに

なって、社内の雰囲気が悪化する状況も見られる。このように、品質不正の発覚は、当該企業に長期的なダ

メージを与え、競争力を奪うのである。 

 

表 1  2015 年以降の代表的な品質不正・不祥事例1 

 

 

なお、【表 1】で挙げたように、品質不正行為には、そもそも必要な検査をしていないためにデータを捏造・

流用するパターンや、検査はしたがデータを改ざんしたパターン、本来取引先に告知すべき原材料・手順変

更や特別採用となる事実を告知しなかったパターンなど様々なパターンが存在する。しかし結局のところ、

自社に都合の良くなるように品質データや根拠資料を捏造・改ざんし、“問題がないきれいな外形を作出する”

                              
1 当社作成 

品質不正・不祥事 （代表的な事例）

2015年 ゴム製品メーカー 免震、防振ゴム等の性能データ偽装

2015年 建築材料製造販売 マンションのくい打ちデータ偽装

2016年 自動車メーカー 燃費性能データ偽装

2016年 建設・土木事業 施工不良を隠蔽するデータ改ざん、虚偽報告

2017年 自動車メーカー 無資格検査等完成検査不正

2017年 鉄鋼メーカー アルミ・銅製品等の品質データ偽装

2018年 非鉄金属メーカーや総合化学メーカー等 品質データ改ざんの連続発覚

2018年 機械部品メーカー 免震／制振ダンパーで検査データの改ざん

2020年・2021年 総合電機メーカー 長年の法令・規格適合検査不正

2020年・2021年 繊維・化学メーカー 長年複数の製品で規格認証取得不正

2020年・2021年 複数のジェネリック医薬品メーカー 承認書と異なる手順で医薬品製造
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点で共通している【図 1】。 

 

 

図 1 品質不正の典型パターン2 

 

2. 品質不正を引き起こす要因 

これら品質不正の裏には、共通の問題が存在している。 

製造・検査の現場が強烈な納期のプレッシャーにさらされていることはその一例である。業界ブランド力

の高い製品ほど受注が集中し、生産能力ぎりぎりの操業が行われる。残念ながら人員も設備もすぐには拡充

できない。余裕のない状況での操業は製造スタッフに過大な精神的負荷をかけ、些細なミスが発生しやすく

なる。些細なミスの集積により歩留まりが悪化すればたちまち生産計画に支障をきたし、納期遅延の可能性

が生じる。生産の遅れにより会社に迷惑をかけたくないという製造部門の想いはどのメーカーでも非常に強

い。とりわけ業績が右肩上がりであればあるほど、この強い想いが、あるとき不適切な手順省略・変更を正

当化する心理状態を生む。営業が取引先と取り決めた製品スペックも、必要以上に過剰であり、無意味であ

ると勝手に解釈する余地を生む。また検査部門にも有形無形のプレッシャーを与え、安全性に影響しないな

ら多少データを書き換えて出荷しても大丈夫だろう、という意識を生み出す【図 2】。 

不正が発覚した多くの企業では、このような現場意識に基づく不正行為が習慣化し、代々引き継がれてい

た。現在、コロナ禍の影響で半導体に代表される電子・機械部品は各業界で不足しており、「自社はもちろん、

世の中に迷惑をかけたくない」という忖度が生じる余地は拡大している。 

このような現場意識はどの生産現場や建設現場でも発生しうるものである。とすれば、これまで明らかに

ならなかっただけで、多かれ少なかれどの企業でも品質不正は起こってきた可能性があり、今も起こり続け

ているかもしれないと考えた方がよいだろう。 

                              
2 当社作成 
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図 2 品質不正を引き起こす現場心理3 

 

3. なぜ“品質不正ドミノ”となったのか？ 

とはいえ、なぜここ数年集中して多くの企業で品質不正が発覚し、社会問題となってきたのだろうか。 

鉄鋼メーカー及び自動車メーカーの品質不正事案発覚を受け、一般社団法人日本経済団体連合会（以下「経

団連」）は 2017 年末、会員企業に対して品質管理に係わる不正・不適切行為がないか、関連会社・傘下企業

を含めて自主的に調査し、法令違反等の行為が発覚した場合には速やかに公表することを依頼した4。 

筆者が複数の大手企業の品質保証担当管理職からヒアリングした結果をまとめると、経団連からの要請を

受けて多くの会員企業が品質不正調査を一度は実施した様子がうかがえる。この結果を集約し、経団連から

2018 年 2 月に 5 件の不正行為の報告があったことが発表された。また、同年には複数の大手企業が品質不正

の存在を発見したことを公表した。 

このように連鎖的に発覚したといえる一連の“品質不正ドミノ”問題であるが、これは逆に言えば業界全

体で品質不正リスクを重要視し、まじめに調査を行ったことにより、これまで見つけられなかった不正を発

見し、膿を出そうとした結果であるともいえる。 

ただし、これらの調査では、不正があるか否かを従業員にストレートに聞くことが多かった。残念ながら、

不正の事実を発見しようとすれば現場は抵抗し、隠そうとする。自分や現在の上司、同僚だけでなく、長年

不正に関与してきた先輩達に迷惑がかかり、責任問題に発展するからである。また、不正が明らかになれば

取引先から契約解除や取引の停止を申し入れられ、会社全体の売上に大きな影響を及ぼす。まじめで、他人

に迷惑をかけてはいけないという教育を受けてきた旧来型日本企業の従業員はそう簡単に真実を話すことは

できないのである。 

そこで、一度不正の調査を実施し、大きな問題が発見できなかった企業の一部では、翌年、さらに翌年と

継続的に調査を行ってきた。 

実際、2021 年に複数の重大品質不正事案が発覚した総合電機メーカーでも、他社の不正発覚を機に 2016 年

                              
3 当社作成 
4一般社団法人日本経済団体連合会「品質管理に係わる不適切な事案への対応について」2017 年 12 月 4 日 

（https://www.keidanren.or.jp/announce/2017/1204.html）（2022 年 2 月 10 日閲覧） 
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度から 2018 年度にかけて 3 回もの全社品質点検を実施してきた。その 1 回目と 2 回目の点検では不正は発見

されなかった。しかし、2018 年度の第 3回目において多数の不正が発覚して是正を実施、さらにその後の社

内調査で、重大な検査結果改ざんや試験結果の流用が行われてきたことが発覚したのである。 

実は、2017 年度と 2018 年度の全社品質点検において、現場から品質不正について相談されていたある工

場長は、長期の出荷停止などを恐れて報告せず、品質不正の事実を隠していたのであった。5 

このように、品質不正の事実そのものを発見しようとする調査の場合、一度の調査で全てが明らかになる

ことは、まず期待できない。繰り返しの調査を行って、やっとその一部が見えてくるのであり、多くの時間

と労力を費やすこととなる【図 3】。 

 

 
図 3 品質不正調査に対するキーパーソンの沈黙6 

 

このように、2017 年以降業界をあげての調査機運の高まりにより、連鎖的に品質不正事案は発覚した。そ

してその後も品質不正調査を継続している企業の努力と、一方で行政からの無通告検査や、内部通報・SNS 上

での告発によって品質不正は断続的に発覚し、これが報道される度に、“止まらない品質不正のドミノ”とし

て社会に認識される状態となっている【図 4】。 

 

図 4“品質不正ドミノ”となった流れ7  

                              
5 外部委員からなる品質不正調査委員会が発表した「当社品質事案調査報告書(第 1報)」より 
6 当社作成 
7 当社作成 
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4. 不正そのものの発見から、不正リスクをあぶり出し改善するアクションへ 

前述したように、品質不正撲滅を積極的に行おうとしている一部の企業では、現在も定期的に品質不正が

起こっていないか調査を実施している。しかし、これには多大な時間とコストがかかり、事務局となる品質

保証部門も疲弊する。そして、必ずしも真実が明らかになるわけではない。 

そこで最近では不正事実そのものの発見を目的とするのではなく、品質不正を引き起こすリスクが自社に

潜在していないか調査・把握し、リスクがあれば改善しようとする動きがある。現場従業員や経営者の品質

意識、組織体制に対する問題意識、そして忖度をしやすい傾向を把握し、改善しようとするものだ。 

具体的には、納期厳守の圧力や他部門への遠慮といった負の意識、他方、自社製品の品質への誇りや仕事

を通した自己実現の達成といったプラスの意識をアンケート形式で数値化する。また、第三者によるヒアリ

ングによって各部門の集団的品質意識を定性的に把握する。その結果、経営者や営業部門の意識と、製造・

検査部門や品質保証部門の意識に顕著な乖離があれば危険な状態であるといえる。品質重視の経営方針が伝

わらず、あるいは経営者側が信頼されていない可能性があり、現場は独自の“負のカイゼン”を実行してい

るかもしれない。 

このような状況が明らかになった場合は、まず経営者自らが発言や行動を反省し、進んで工場現場に入っ

て行って、従業員側の不満や問題意識に耳を傾ける必要がある。そして現場の生の声を踏まえて品質を担保

する組織を再整備し、品質保証部門に権威と権限を与え、製造現場や検査部門の実情に沿ったサポート体制

を築く必要がある。そのうえで、現場の悩みに寄り添い、品質意識を改善する試みに協力してほしいと語り

掛けることが何より重要である。 

 

5. 実際の調査結果に見る品質不正リスクの兆候 

当社でも前述のような取組をいくつか支援してきた。その調査結果を見ると、実際に品質不正を起こした

企業で指摘されたことと同様の状況、あるいは課題は表面的に解決されているが、真の問題が未解決である

状況が見え隠れすることがあった。このような状況があるということは、品質不正に手を染めるリスクが一

定程度潜在しているということだと考えられる。下記にいくつかの事例を示す。 

 

5.1. 独立した品質保証部門は存在するが・・・ 

品質不正を起こした企業の第三者調査結果報告書では、独立した品質保証部門が存在していなかった、そ

れゆえ品質教育やチェックが不十分であった、という指摘が頻繁に見られる。このような指摘を踏まえ、最

近ではほぼすべての大企業において、製造部門や工場と切り離した、あるいは社長直結の品質保証部門を設

置することが当たり前となっている。しかし、問題はそのような組織外形の整備だけでは解決しない。 

当社の調査では、品質保証部門が独立していても、実質的な権限が弱く、またその存在感が希薄であるこ

とを他部門からも心配されている状況がいくつかの企業で見られた。具体的には、品質保証部門のリーダー

が品質保証畑の出身ではなく、製造部門や営業部門から異動してきた、あるいはこれらの部門と兼務してい

るという状況があった。勿論、他部門からの異動や兼務そのものが悪いわけではない。ただし、このような

場合は品質保証部門の業務内容とその存在価値を認識するまでに時間がかかる傾向がある。これにより、同

部門メンバーからの信頼を勝ち取る言動やアクションが不足しているとの声や、出身部門である製造部門や
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営業部門への忖度があり、チェックや抗弁が甘いのではないかという声も散見された。また、品質保証部門

メンバーに若手が多く、他部門のベテラン従業員に頭が上がらないという状況もあった。組織上、品質保証

部門の独立性を確保したとしても、結局組織を動かすのは一人ひとりの人間である。強力なリーダーシップ

を発揮できるキーパーソンの指名と、品質保証部門メンバーの年齢構成を適切に調整することが求められる。 

 

 

図 5 品質保証部門の整備は形だけでなく“ヒト”が命8 

 

5.2. トップや管理職は頑張っているつもり、でも現場は・・・ 

他社の品質不正事件を受けて、社長が品質意識向上のための施策を打ち出し、社内報などを用いて積極的

に発信している企業が増えている。また営業部門や工場の管理職も、品質不正が発覚した場合の負の影響を

理解し始めている。たとえば、営業担当者は無理な納期や必要以上の高スペックでの注文には抗弁し、工場

長以下の管理職も現場従業員への品質意識向上の意識づけを強化している。 

他方で、当社の調査結果を踏まえると、現場従業員の意識改革は必ずしも十分ではないようにも見受けら

れる。たとえば、理由伝達が不十分なまま品質意識向上が謳われることにより、余計な作業だけが増えたと

感じている従業員が散見される。にもかかわらず、ワークライフバランスの徹底によって残業時間の管理が

厳正化され、作業可能時間が削られている（あるいは残業手当が減っている）ことに不満を持っている従業

員もいた。 

上記のような不満は、経営側や管理職側と従業員側のコミュニケーション度合いと相関関係にあるようだ。

品質不正予防のために作業手順が少し増加したとしても、社長等のトップマネジメントや上級管理職が現場

に頻繁に顔を出し、その理由を説明したり、従業員側の意見に耳を傾けたりしている場合には、不満の声は

あまり見られない傾向にある。むしろ、実際に不正問題が発生したことにより経営陣を刷新して再出発をは

かったはずの企業において、「前の部長は毎日現場に出てちゃんと挨拶してくれたのに、今の管理職は事務所

から全然出てこない」という声や、「何をしても怒られてばかりで、褒めてもらったりねぎらいの言葉をかけ

てもらったりしたことは一度もない。そのようなウエの人に品質品質と言われても。」という声も聞かれた。 

品質意識向上の掛け声は勿論重要ではあるが、その意義を伝える土台として、日頃のコミュニケーション

                              
8 当社作成 
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と互いの信頼感は欠かせない。自分が思った以上に積極的に、意識的に、そして全員に声をかけていかない

と、相手はすぐに不安になり、なぜ自分だけが大切にされないのだろうと疑心暗鬼に陥りがちである。 

当たり前にできていると思っている職場のコミュニケーション。本当にできているだろうか。エンゲージ

メントサーベイや従業員満足度アンケート等の結果も改めて確認し、品質意識向上の土台となる職場の雰囲

気作りや信頼感の醸成に取り組む必要がある。 

 

 

図 6 品質意識向上の土台となるコミュニケーションを9 

 

以上のように、実際の調査結果を踏まえると、品質不正リスクを低減するためには、 

①品質保証部門の権威と権限を担保する人材配置と、 

②品質意識向上の土台となる日頃のコミュニケーション 

が極めて重要な要素として求められると考える【図 6】。 

6. 謙虚に受け止めて改善を 

品質不正の潜在リスクについて、上記のようにいくつか気になる調査結果が現れていたなら、それを真摯

に、謙虚に受け止めることが重要だ。品質意識向上に努力している企業ほど、ネガティブな結果が出た際に

その結果を受け入れがたいと感じる場合があり、実際に筆者もそのような局面に遭遇した。その心情は深く

理解できるし、調査結果には従業員視点での勝手な主張が含まれている場合もあるため、取扱いには注意が

必要である。 

とはいえ、従業員の品質意識を定量的に分析したアンケート結果や、ヒアリングした生の声には真実が含

まれている。自社の至らない点を発見し、品質不正を予防するための大切なヒントとなる。品質意識改善の

基礎資料として活用することが求められる。 

 

                              
9 当社作成 

日頃のコミュニケーションに基づく信頼関係

品質確保の意義

信頼があって
はじめて伝わる
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おわりに 

品質不正の事実そのものを発見する調査は有用であるが、限界があり、調査を実施する側、される側双方

の負担になる。不正の事実そのものではなく、上記で紹介した不正リスクをあぶり出し改善するための調査

など、違ったアプローチを採用することも検討していただきたい。 

日本企業の経営陣・従業員双方の品質意識が底上げされることにより、わが国の製品やサービスへの信頼

性が高まり、グローバルでの競争力の向上につながることを深く願う。 
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